
新幹線・鉄道問題対策特別委員会

(日時)平成20年 3月 17日午後1時～

(場所)県庁西棟８Ｆ 大会議室

報 告 案 件 資 料

（１）平成19年度・整備新幹線に係る政府・与党の検討状況について

(資料１）

（２）前回特別委員会以降の並行在来線対策に係る主な動きについて

・前回特別委員会以降の並行在来線対策に係る主な動き (資料２ー１）

・並行在来線の維持・存続に向けて （資料２－２）

・寝台特急列車「北斗星」減便に係る影響緩和について （資料２－３）

・並行在来線（青い森鉄道）に係る主な課題 （資料２－４）

（３ 「青い森鉄道線経営計画素案」について）

・青い森鉄道線経営計画素案の概要 (資料３ー１）

・青い森鉄道線経営計画素案 （資料３－２）

（４）青い森鉄道線の青森開業に係る平成２０年度の主な事業について

・青森開業対策に係る平成２０年度の主な事業について （資料４－１）

・青い森鉄道線青森開業に係る新規設備投資 （資料４－２）

・青い森鉄道線青森開業に向けた今後のスケジュール （資料４－３）



















資料２－１

前回特別委員会以降の並行在来線対策に係る主な動き

平成19年11月28日 新幹線・鉄道問題対策特別委員会

平成19年12月 5日 知事・県議会議長とＪＲ東日本（株）清野社長との会談

平成19年12月17日 並行在来線関係12道県議会合同要望

要 望 先：与党整備新幹線建設促進プロジェクトチーム津島座長

谷垣自民党政務調査会長、細田自民党幹事長代理

財務省（額賀財務大臣 、国土交通省、総務省）

県選出国会議員

要 望 者：県議会議長ほか

要望内容：並行在来線の維持・存続に向けて(資料２－２)

経営分離される並行在来線の経営が成り立つよう、鉄道資産の無

償譲渡、若しくは収益性に基づいた価格設定のルール化、初期投資

及び維持経費に対する助成措置、線路使用料対象経費等の見直し、

税制上の優遇措置などの支援策を講ずること

平成19年12月26日 第４回青い森鉄道線青森開業準備協議会

平成20年 2月25日・3月5日

寝台特急列車減便による青い森鉄道への影響緩和についての要望

要 望 先：ＪＲ北海道（2/25 、ＪＲ東日本（3/5））

要 望 者：青い森鉄道㈱及び県

「 」 （ ）要望内容：寝台特急列車 北斗星 減便に係る影響緩和について 資料２－３

１ 既存寝台特急列車の利用促進や車両の増結あるいは臨時便の運行等

２ 並行在来線を対象とするＪＲ企画商品の拡大・新設

３ 特急料金の増額又は寝台料金の新設等

平成20年 3月14日 与党整備新幹線建設促進プロジェクトチーム会合（資料２－４）







東北新幹線・並行在来線路線図
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資料２－３

写北海道旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 中島 尚俊 殿

東日本旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 清野 智 殿

要 望 書



寝台特急列車「北斗星」減便に係る影響緩和について

平成２０年３月１５日のＪＲ各社ダイヤ改正により、青い森

鉄道線を走行する寝台特急列車「北斗星１、４号」の運転が取

り止めとなることが発表されました。

ＪＲ旅客会社の寝台特急列車が並行在来線上を走行すること

については、東北新幹線八戸駅開業に伴い並行在来線盛岡・八

戸間が経営分離された際、並行在来線に対する各種施策の一環

として実施された経緯があります。

このため、ＪＲ旅客会社の寝台特急列車走行による運賃等収

入は、経営分離に際して策定した青い森鉄道株式会社の経営計

画の根幹を成しており、この収入が大きく変動することは、並

行在来線の現行経営スキームに重大な影響を及ぼすこととなり

ます。

つきましては、今回のダイヤ改正により、並行在来線上を走

行する寝台特急列車の運賃等収入に影響が生じないよう、下記

の諸対応の実施を要望いたします。

記

１ 既存寝台特急列車の利用促進や車両の増結あるいは臨時

便の運行等

２ 並行在来線を対象とするＪＲ企画商品の拡大・新設

３ 特急料金の増額又は寝台料金の新設等

平成２０年２月２５日

（平成２０年３月 ５日）

青い森鉄道株式会社代表取締役社長 小枝 昭

青森県企画政策部長 関 格



 

 

並行在来線（青い森鉄道） 

に係る主な課題 

     
 

    

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

平成２０年３月 

青 森 県 

＜青森県の並行在来線＞

＜並行在来線に係る多額の地元負担＞

①　厳しい経営状況

　⇒距離が５倍に延伸され、現行制度の見直しがなければ・・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒毎年度、約１６億円（公債費を除く。）の県費負担が発生

○本県の並行在来線は、県が鉄道資産
を所有し、第三セクターが旅客輸送する
上下分離方式で運営

県一般会計繰入金＋第三セクターの赤字額（H18）：実質的赤字額 ３．７億円

 第三セクター（青い森鉄道㈱）の経営状況と県の負担

項　　目

第三セクターの収支 0 百万円 0 百万円 △17 百万円 △3 百万円

県が免除した線路使用料 263 百万円 279 百万円 273 百万円 263 百万円

県の一般会計繰入金（公債費分を含む） 239 百万円 272 百万円 341 百万円 365 百万円

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

第三セクターが支払えない線路使用料
は、県が免除
　　→免除部分は県の一般財源で補填

現　在　　　　　２５.９km

　東北新幹線新青森駅開業時
 　　　　　　　　　１２１．９km

距離が５倍に延伸

②　青森延伸に係る初期投資

 ＪＲ東日本は簿価による譲渡を主張

・赤字路線の鉄道資産をＪＲ東日本から県が取得する経費

その簿価額は、平成８年度ベースで

・経営分離により県が整備しなければならない設備経費

運行管理の指令システム構築
車両検修基地構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等・・・

　現在見込めるものだけで 約８０億円

約１６０億円

青森延伸に係る初期投資の地元負担（現時点の試算）＝約２４０億円

将来にわたって並行在来線を維持・存続していくことが可能なのかを強く危惧する状況

並行在来線路線図
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資料２－４ 



１ 貨物線路使用料の見直しについて 

 

（１）貨物走行維持のため、本県の保守管理経費が過大な負担となっていることの実態を 

踏まえた「貨物線路使用料の増額」 

（２）貨物走行維持のため、本県の設備投資経費が過大な負担となっていることの実態を 

踏まえた「貨物線路使用料への適切な資本費算入の実現」 
 

○貨物走行維持に伴う保守管理経費の「掛かり増し」はＪＲ貨物が負担すべき 

  ⇒貨物走行による「掛かり増し」の実態を踏まえれば、適正な負担割合は貨物８５：旅客１５ 

・本県は貨物列車走行維持のため、旅客に見合う水準を超えた規模の施設を保有・管理 

・東北地方中小民鉄と比較すると、貨物走行による多額の「掛かり増し」経費が存在（下図参照） 

・貨物走行による「掛かり増し」経費はＪＲ貨物が全額負担すべき 

＜参考：東北地方中小民鉄における輸送密度と維持管理費の相関関係＞ 委託調査試算より 

 

 

 

 

 

 

   

   
＜参考：線路使用料負担割合（目時・青森間：H22 ベース試算）＞ 

 

  

 
 
 
 

 
 

○並行在来線を走行するＪＲ貨物は、初期投資に係る資本費を負担すべき 

  ⇒資本費負担の算定は、貨物走行維持による初期投資の掛かり増しを十分考慮した割合とすべき 

・現在の線路使用料の対象経費では、変電所等の一部を除き資本費は不算入 

・並行在来線の施設を利用して走行するＪＲ貨物も相応の資本費負担をするのは当然 

・貨物走行による施設設備の規模・性能増を求められる「掛かり増し」資本費は全額ＪＲ貨物の

負担とすべき 

＜現行制度に 
おける負担＞ 

＜線路使用実態に 
見合う適正な負担＞ 

旅客負担 
（約 16億円） 
〔40.0%〕 
貨物負担 

（約 24億円） 
 〔60.0%〕 

線路使用料対象経費 
（約 40億円） 

 
旅客負担

（約 5.88億円） 
 〔14.7%〕  

貨物負担
（約 34.12億円） 
 〔85.3%〕

図 １ － ４    【 東 北 地 方 中 小 民 鉄 1 1 社 】 に よ る 回 帰 分 析  
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青 森 県 ･ 青 い 森  

回 帰 式 ： Y = 2 .3 9 4 X + 8 3 2 .9  
相 関 係 数 ： R = 0 .9 8 0  

（ 千 円 /k m ）  
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貨物走行による 
「掛かり増し」 
経費の存在 

Ｘ 

 

Ｙ 

 

（1km 当たりの地上設備
維持管理費の分析） 

２ 並行在来線への財政支援について 

 
 
 並行在来線は赤字化が不可避。現行スキームの下、地方の負担のみで将来にわたり路線

を維持することは困難 

○初期投資に対する助成措置（起債に対する交付税措置（公債費償還へ交付税算入）等） 

・並行在来線の経営分離に当たっては、ＪＲからの鉄道資産の取得のほか、指令システム、車両

検修施設、変電所設備など多額の初期投資が必要（本県では約 240 億円の県費負担が懸念） 

○維持経費に係る県費負担への特別交付税等による措置等 

・青い森鉄道線はわずか 25.9km の区間でありながら、毎年約３.７億円もの県費負担 

・青森延伸時には延長が現在の約５倍となり、毎年度多額の県費負担が懸念 

 ○現行補助制度における補助対象の拡大等 

・現在、上下分離方式等により自治体が鉄道資産を保有する場合には補助制度の対象外 

・施設更新時には多額の経費負担が懸念される状況 

（例）鉄道軌道輸送高度化事業費補助（旧：近代化施設整備費補助）…対象外 

 

 

３ ＪＲからの鉄道資産譲渡について 

 
 

 

 ○鉄道資産の譲渡価額は、収益性に基づき決定されるべき 

・今後ＪＲから譲渡される（八戸・青森間、96km）の鉄道資産について、 

・ＪＲ東日本では同社の簿価（Ｈ８年時点で約 160 億円）での譲渡を主張 

・本県は収益性に基づき、無償若しくは低廉な価額により譲渡するよう主張 

・本県の並行在来線区間は収益を生み出さない路線であり、収益性に基づく価額での譲渡が適当 

・本県が、Ｈ14 年に 23.7 億円で譲渡を受けた（目時・八戸間、25.9km）の鉄道資産について、

専門機関で調査したところ、その資産価値は０（ゼロ）との調査結果 

 

鉄道資産の譲渡について、収益性に基づいた、無償若しくは低廉な価額による譲渡の 

ルール化 

（１）初期投資や路線維持のための地方負担に係る一定の助成措置 

（２）現行補助制度の対象拡大等 



青森開業準備協議会 

反映 
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基本的な枠組みを示す 

経営計画素案 
 
 

鉄道事業法に基づく

具体的計画を策定 

具体の開業準備 

経営計画

１ 経営計画素案の位置づけ 

○上下分離方式の継続：鉄道施設＝県所有／旅客運送＝青い森鉄道㈱が運営 

○保守管理主体の変更：県が経費を負担／青い森鉄道㈱が保守管理を実施 

２ 青い森鉄道線経営の基本スキーム 

○区間距離・駅数等 
・現 在 25.9 ㎞   7 駅 

       ↓ 

・延伸時 121.9 ㎞ 26 駅 

 
距離比で約５倍に規模拡大 

○需要の推移（目時・青森間 ローカル利用分）
 
・H17 輸送密度 ２，１６２人／日 
 
・H22 輸送密度 １，９１５人／日 
 
・H52 輸送密度 １，２８２人／日 

大幅な 
減少見込 

３ 経営区間の現況等 

青 い 森 鉄 道 線 経 営 計 画 素 案 の 概 要   

４ 青い森鉄道線の運営形態等 

（１）設定の基本 

①輸送需要に合わせた運転本数の設定  ②通勤・通学者の利便性に充分配慮したダイヤ設定 
（２）八戸以北の設定の考え方 

①青森市圏の通勤・通学輸送力増強、閑散区間・時間帯の運転間隔調整 
②一部列車については途中駅での折り返し便を設定 

（３）八戸以南の設定の考え方 

①通勤通学利用者の利便性を確保しつつ、閑散時間帯を中心に運転本数を見直し 
②県境間の旅客流動を踏まえ、青い森鉄道車両の二戸駅まで乗入れを基本に調整 

運転本数： 

３0 数本程度

運転本数： 

50 数本程度 
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５ 青い森鉄道線の車両計画 

（１）車両調達の基本 

   初期投資抑制と円滑な運行引継ぎの観点から、現在ＪＲ 
東日本が八戸・青森間で運用している７０１系電車を基本 

（２）車両数 

車両数は、青い森鉄道㈱の現有車両（２ユニット 4 両） 
の４倍程度（予備１ユニットを除く）を確保 

開 業 初 年 度 開 業 ５ 年 度 目 開 業 １ ０ 年 度 目

運 賃 収 入 1 4 . 4 1 3 . 5 1 2 . 7

1 9 . 4 1 7 . 8 1 6 . 4

ケ ー ス ３

収 　 入

計

5 .0 4 . 3 3 . 7そ の 他 収 入

人 件 費 7 .0 6 .4 5 .4

運 行 経 費 7 .1 7 .1 7 .1

管 理 費 等 1 .8 1 .9 1 .7

減 価 償 却 費 等 3 .4 3 .4 1 .4

1 9 .3 1 8 .8 1 5 .6

経 　 費

計

0.1 △  1 .0 0 .8収 支 差

＊ 参 考 ： 概 算 線 路 使 用 料 （ 請 求 額 ベ ー ス ） １６億 円 程 度

８ 青い森鉄道㈱の収支予測（旅客営業部分）           （単位：億円）

資料３－１

６ 青い森鉄道線の営業計画 

（１）駅体制 

ア 社員配置駅：八戸駅、三沢駅、野辺地駅、青森駅 
イ 簡易委託駅：三戸駅、剣吉駅、下田駅、上北町駅、 

乙供駅、小湊駅、浅虫温泉駅 
ウ 無人駅：上記ア及びイ以外の１５駅 

（２）乗車券等の発売方法 

ア 発売方法：駅窓口、自動券売機を基本 
イ 発売箇所：現況維持を基本 

野辺地グループ駅長

青森グループ駅長

目時、三戸、諏訪ノ平、

剣吉、苫米地、北高岩、

八戸、陸奥市川、下田、

向山

小川原、上北町、乙供、

千曳、野辺地、狩場沢、

清水川

小湊、西平内、浅虫温

泉、野内、矢田前、小柳、

東青森、青森

八戸グループ駅長

三沢駅担当

７ 青い森鉄道線の運賃水準 

①ケース１：現行運賃並み（青い森鉄道区間とＪＲ区間各々に現行運賃を適用） 
②ケース２：現行青い森鉄道運賃並み（公的支援：線路使用料の減免を前提） 
③ケース３：現行青い森鉄道運賃並みを基本とし、通学定期運賃は現行ＪＲ並み 

④ケース４：収支が均衡する運賃水準 

普通 １．３７

通勤　４４％ 通勤定期 １．６５

通学　８３％ 通学定期 １．００

全体 １．３９

ケース３

線路使用料を減免すれば、青い森
鉄道㈱の収支は若干の経常損失の
発生にとどまり、経営の健全性は維
持されます。

ＪＲ運賃に対する倍率 ケースの特徴ケース区分 定期割引率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ 単 位 ： 億 円 ）

資 産 取 得 費 9 .1

・ 旅 客 車 両 調 達 費 6 .8
・ 業 務 用 自 動 車 取 得 費 0 .1
・ 自 動 券 売 機 購 入 費 1 .0
・ シ ス テ ム 導 入 経 費 0 .8
・ 検 修 用 試 験 器 具 ・工 具 0 .4

開 業 費 （ 旅 客 輸 送 分 ） 3 .1

開 業 費 （ 施 設 保 守 管 理 分 ） 4 .5 （ 県 全 額 負 担 ）

創 業 費 0 .6

準 備 金 及 び 予 備 費 5 .7
・ 車 両 更 新 準 備 金 3 .8
・ そ の 他 予 備 費 1 .9

計 2 3 .0
（ 開 業 費 （ 施 設 保 守 管 理 分 ） を 除 く 1 8 .5 ）

９ 青い森鉄道㈱の初期投資見込額（増資額） 

 ①出資額算出の考え方 

ア）開業費（施設保守管理分）4.5 億円は県、残る 18.5 億円は、県・沿線市町及び民間が出資 
イ）出資割合は、八戸開業時の割合（県 55％、沿線市町 20％、民間 25％）を基本 
ウ）現時点の民間出資想定額 2.45 億円と民間 25％相当額の差額は、県と沿線市町が折半し負担

出 資 予 定 者 既 出 資 額 今 回 出 資 額 出 資 総 額 出 資 比 率

県 330 .0 1 ,5 76 .4 1 ,9 0 6 .4 65 .7

民 　 間 150 .0 2 45 .0 395 .0 13 .6

沿 線 市 町 120 .0 4 78 .6 598 .6 20 .7

計 600 .0 2 ,3 0 0 .0 2 ,9 0 0 .0 100 .0

（ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）

 ②沿線市町別の出資額                          （単位：百万円） 

割 合 割 合 割 合

1 ,9 0 6 .4 6 5 .7 % 3 3 0 .0 5 5 .0 % 1 , 5 7 6 . 4 6 8 . 5 %

3 9 5 .0 1 3 .6 % 1 5 0 .0 2 5 .0 % 2 4 5 . 0 1 0 . 6 %

八 戸 市 1 9 6 .0 6 .8 % 7 0 .3 1 1 .7 % 1 2 5 . 7 5 . 5 %

三 戸 町 1 0 .6 0 .4 % 3 .6 0 .6 % 7 . 0 0 . 3 %

南 部 町 2 1 .9 0 .7 % 6 .1 1 .0 % 1 5 . 8 0 . 7 %

小 計 2 2 8 .5 7 .9 % 8 0 .0 1 3 .3 % 1 4 8 . 5 6 . 5 %

青 森 市 2 2 9 .2 7 .9 % 2 7 .0 4 .5 % 2 0 2 . 2 8 . 8 %

三 沢 市 2 9 .4 1 .0 % 3 .2 0 .5 % 2 6 . 2 1 . 1 %

平 内 町 2 2 .6 0 .8 % 2 .2 0 .4 % 2 0 . 4 0 . 9 %

野 辺 地 町 1 7 .6 0 .6 % 1 .8 0 .3 % 1 5 . 8 0 . 7 %

七 戸 町 9 .0 0 .3 % 0 .5 0 .1 % 8 . 5 0 . 4 %

六 戸 町 7 .8 0 .3 % 0 .9 0 .2 % 6 . 9 0 . 3 %

東 北 町 2 9 .0 1 .0 % 2 .5 0 .4 % 2 6 . 5 1 . 2 %

お い ら せ 町 2 5 .5 0 .9 % 1 .9 0 .3 % 2 3 . 6 1 . 0 %

小 計 3 7 0 .1 1 2 .8 % 4 0 .0 6 .7 % 3 3 0 . 1 1 4 . 4 %

5 9 8 .6 2 0 .7 % 1 2 0 .0 2 0 .0 % 4 7 8 . 6 2 0 . 9 %

2 ,9 0 0 .0 1 0 0 .0 % 6 0 0 .0 1 0 0 .0 % 2 , 3 0 0 . 0 1 0 0 . 0 %

市 町 合 計

出 資 総 額 既 出 資 額

県

八 戸 以 北

青 森 開 業 時 追 加 出 資 額

合 　 　 　 　 　 計

民 　 　 間

八 戸 以 南

10 青い森鉄道㈱への出資額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

11 青い森鉄道線の利活用促進 

（２）利活用に係る取組の推進に向けて（青い森鉄道利活用ビジョン） 

利活用推進のため、沿線地域の主体的な取組の参考に、県は「青い森鉄道利活用ビジョン」を作

成し、具体例として３つの重点プロジェクト・９つのアクションプランを示している。 

(1)企業との連携ＡＰ  (2)ＮＰＯ・住民との連携ＡＰ 

Ⅲ．鉄道と多様な主体との連携プロジェクト 
沿線の様々な主体が、青い森鉄道の利活用に自発的に取り組むため

に連携するプロジェクト 

(1)施設活用ＡＰ 

(2)鉄道関連グッズ開発ＡＰ 

(3)ネーミングライツＡＰ 

Ⅱ ．鉄 道 ま る ごと活 用 プ ロ ジ ェク ト 
鉄道そのものを様々な視点で活用するためのプ

ロジェクト 

Ⅰ ．地 域 資 源 活 用 プ ロジ ェクト 
青い森鉄道と沿線の資源を戦略的に活用する 

ためのプロジェクト 

(1)地域資源活用マップ作成ＡＰ 

(2)体験モデルツアーＡＰ 

(3)商品開発ＡＰ 

(4)ランキングＡＰ

（３）利活用の取組の推進体制 

青い森鉄道線沿線市町（駅舎を有する市町）は「青い森鉄道活用会議」を設置しており、同会議 
では、鉄道と沿線地域が共生できる振興方策について検討を行う等の活動を行っている。 

また、既に開業している八戸以南の地域では、「青い森鉄道利用促進協議会」による利活用の取組

が行われている。 
青森開業に向けては、これらの取組を含めて、沿線地域と県、青い森鉄道㈱が、地域主体の利活 

用の取組の推進に向けた組織・体制を検討していく。 

12 青い森鉄道線の本格開業に向けて 

  今後、青い森鉄道線の維持・存続に向け、県、沿線地域、鉄道事業者等、青い森鉄道線の関係者 
が連携して次の取組を強く進めていく。 

（１）効率的な運営に向けた取組 

  ・安全・安心を第一義とし、効率的な運営に向けた体制や運営方法を構築 
  ・経営計画と実績を比較・検証し、運営内容等の適切な見直しを実施 
（２）利活用推進に向けた取組 

  地域主体の利活用推進に向けた取組の実施 
（３）国等による支援制度の構築に向けた取組 

  青い森鉄道線の維持・存続に向けては、国等の支援が不可欠であるため、関係機関に粘り強く訴 

える。 

 ①ＪＲ東日本の鉄道資産については、無償譲渡若しくは低廉な価額での譲渡実現 

 ②貨物鉄道線路使用料については、算定方法の改善や算定対象経費への資本費算入など、貨物 

列車の線路使用の頻度・実態等に見合った、より適正な制度への見直し 

 ③経営分離に係る初期投資及び運営に対する助成措置の創設 

（１）新駅の設置 

新駅の設置については、収益性や採算性等を検証していくことが必要であり、設置希望主体と青

森県及び青い森鉄道㈱等の関係者間で役割分担を含め協議していく。 



資料３－２ 青い森鉄道線経営計画素案については、 

 

 ・並行在来線対策室ホームページの「各種資料」のページに 

  掲載しているため、省略させていただきます。 



１．並行在来線青森開業対策

２．指令システム整備等に係る債務負担行為からの歳出予算化

３．青い森鉄道株式会社出資金（新規）

青い森鉄道線の青森開業に係る平成20年度の主な事業について

資料４－１

（１）事業費　１．３億円
（２）主な事業の内容
    ① 並行在来線青森開業準備事業費
　　　　 青い森鉄道線青森開業に向けた各種検討・協議等を実施。
　　② 青い森鉄道線旅客流動調査費（新規）
　　　　 青森開業の鉄道事業許可申請に必要となる、目時・青森間の最新の旅客流動データを
　　　   把握するためのＯＤ調査を実施。
　　③ 青い森鉄道線新駅活用検証調査費（新規）
　　　　 青い森鉄道線に新駅を設置する場合のコスト面や技術面の課題等について、専門的な
　　　   見地から調査を実施。
　　④ 青い森鉄道利活用アクション・サポート事業費（新規）
　　　　 青い森鉄道利活用ビジョン（平成１９年度策定）に掲げたアクションプランの実現に
　　　   向けた沿線地域の主体的取組を支援し、各地域における利活用の推進を図る。

　    青い森鉄道線青森開業に向けた青い森鉄道㈱に対する出資
（１）出資額
　　①　八戸開業時の出資割合（県５５％・民間２５％・沿線市町２０％）を基本とする。
　　②　民間部分については、民間出資額との差額を県・沿線市町が折半して負担する。
　　③　出資額及び出資割合（今回出資総額　２３億円）
　　　・　県　　　　１５．７６４億円（６８．５％）
　　　・　民間　　　　２．４５０億円（１０．６％）
　　　・　沿線市町　　４．７８６億円（２０．９％）
（２）今後のスケジュール
　　①　青い森鉄道㈱　　平成２０年夏頃まで　　　増資に向けた諸手続きの実施
　　②　県、沿線市町等　平成２０年１０月末まで　出資金払い込み

　【参考】県（第三種鉄道事業者）の初期投資概算額 （単位：億円）

鉄 道 資 産 譲 渡 部 分 経 費　160

新規設備投資経費　80
ＪＲ譲渡資産価額の圧縮
　　　　　　　＝起債額の圧縮（公債費減）
　　　　　　　　　　 ＋一般財源の圧縮の効果

（１）並行在来線指令システム整備費（債務負担行為設定額　２７．９億円）
　　　  事業費　９，１６８千円
　　     （青森開業に向けた指令システム整備のうち、青い森鉄道線目時・八戸間の現場設備を
           県が改修。）
（２）並行在来線運行管理基盤施設設備整備費（債務負担行為設定額　１４．３億円）
　　　  事業費　７，８００千円
　　     （青森開業に向けた運行管理基盤施設設備整備のうち、現在のＩＧＲ指令システムから
           青い森鉄道線目時・八戸間を分離するためＩＧＲいわて銀河鉄道が実施する工事への
           本県負担分。）



４．債務負担行為の新規設定（※新規設備投資経費約８０億円の一部）
（１）並行在来線青森信号場構内受電設備整備費

　工程（予定）

　（配電イメージ）

ＪＲ線 青い森鉄道線

（２）並行在来線ワンマン化施設設備整備費

　工程（予定）

　（例）ワンマンミラー （例）乗車口案内標

　ア　事業費　１．０６億円
　イ　整備の目的等
　　　  青森信号場及び青い森鉄道車両基地の設備に電力を供給する受電設備を整備する。
　　　  ※現在、青森信号場等の設備に電力を供給しているＪＲ浦町変電所は老朽化により廃止。

　ア　事業費　１．１７億円
　イ　整備の目的等
　　　  青い森鉄道線のワンマン運行に必要な地上施設設備（ワンマンミラー、乗車口案内標等）
        を整備する。
　　    ※現在の八戸・青森間には、ワンマン運行対応可能な地上施設設備が整備されていない。

青森駅

青森車両ｾﾝﾀｰ 青森信号場・
青い森鉄道車両基地

　　　　　　　　受電設備
　　　　　　　　（県が新設）

受電設備
（ＪＲが新設）

受電設備
（ＪＲが新設） ＪＲ浦町変電所

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

切替 使用開始設計・施工

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

設計・施工 訓練



資料４－２

青い森鉄道線青森開業に係る新規設備投資

設定額
（億円）

事業概要等

42.2

指令システム整備 27.9

青い森鉄道線の指令システムの構築

【20年度の歳出予算化分（約9百万円)】
目時・八戸間の現場設備改修

運行管理基盤施設設備整備 14.3

運行管理の中枢部門・輸送指令部門を集約し
た運行管理基盤施設設備の整備

【20年度の歳出予算化分（約8百万円）】
目時・八戸間をＩＧＲ指令システムから分離す
る工事への本県負担分

27.9

車両基地整備 12.4
青森車両センター東派出所構内に青い森鉄
道の車両基地を整備

青森変電所設備整備 4.1
青森変電所の機能効率化のためＭＥ化等を
実施

青森駅連動設備整備 11.4
青森駅構内で青い森鉄道線側の連動設備を
分離しＣＴＣ（列車集中制御）化を実施

2.3

青森信号場構内受電設備整備 1.1
青森信号場構内・青い森鉄道車両基地に送
電する受電設備を整備

ワンマン化施設設備整備 1.2
八戸・青森間のワンマン運行に必要な施設設
備を整備

駅舎設備改修工事等

72.4計

項目

19年11月補正予算で債務負担行為設定

20年度当初予算案で債務負担行為設定

その他今後想定されるもの

19年度当初予算で債務負担行為設定



資料４－３

青い森鉄道線青森開業に向けた今後のスケジュール

H22 ・青い森鉄道線青森開業（東北新幹線新青森駅開業と同時）

〔参考：八戸開業（平成14年12月）に向けた取組み〕

　Ｈ９(開業5年前)11月　ＯＤ調査（盛岡・八戸間）

　               ３月　将来需要予測調査

　Ｈ11(開業3年前)７月　経営主体・運行区間承認

　Ｈ12(開業2年前)11月　経営計画素案承認

　Ｈ13(開業1年前)５月　経営計画素案（改訂版）承認（運賃水準決定）

　　　　　　　　 ６月　青い森鉄道㈱開業準備室設置

　　　　　　　　 ３月　許可申請書提出

　Ｈ14　　　　　 12月　開業

H20

(開業2年前)

・増資手続き
・青い森鉄道㈱の体制整備

・各種工事等着手
・ＯＤ調査（許可申請用）

年　度

H19

(開業3年前)

・青い森鉄道線青森開業準備協議会の設立
・経営計画素案の策定

・青い森鉄道利活用ビジョンの策定

主  な  取　組

H18

(開業4年前)

・並行在来線関係市町長会議の開催
・ＯＤ調査
・将来需要予測調査
・青い森鉄道活用会議の設置

 

　Ｈ10(開業4年前)６月　並行在来線青森県協議会設立（改組）　　

H21

(開業1年前)

・将来需要予測調査（許可申請用）
・許可申請書提出（第２種・第３種鉄道事業）
・各種協定の締結
・各種設備等の試験運用

運
営
ス
キ
｜
ム
構
築

工
事
・
要
員
養
成
等
の
具
体
的
開
業
準
備

　・運行計画（運転本数等）
　・車両計画（車両数等）
　・保守管理計画
　・組織要員計画
　・営業計画（運賃水準等）

　・要員の増員・養成
　・車両手配
　・具体的運行計画策定
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